
知財金融事業
応募方法と活動方法について

（金融機関向け）
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本動画では、本年度の知財金融事業に興味のある現場担当者向けに、本事業への応募

対象企業の選定時や参加時における効果的な活動方法を中心に説明します

本動画概要

目的

✓知財金融事業及び金融機関における参加メリットについて、金融機関担当者様に広く認識いただく

✓本年度の知財金融事業に興味を持っている金融機関担当者様向けに、応募対象企業の選定に向けた準備
や声掛けのイメージを持っていただく

✓知財金融事業への参加を予定している金融機関担当者様向けに、金融機関が活用できる知財ビジネス報告
書を作成するためのポイントや事業終了後における取引先への継続的なアプローチについて参考にしていただく

想定対象
• 金融機関の営業店担当者

• 金融機関の本部における知財金融担当者（営業店支援部署や法人ソリューション推進部署等）

本日の

プログラム

①特許庁知財金融事業について

• 知財金融事業の概要

• 知財ビジネス報告書について

②知財金融事業への応募方法

• 支援対象先企業の探し方

• 企業ライフサイクルにおける支援対象企業のステージ

• 支援対象企業のペルソナ類型

• 公募周知用チラシのご紹介

③知財金融事業参加時における効果的な活動方法

• 参加効果を上げるための主なポイント

④知財金融事業後の出口に関する具体事例紹介

• 事業参加後にINPIT知財総合支援窓口による実行支援に繋がった事例

⑤ おわりに



知財金融事業では、中小企業の企業価値向上に向けた経営戦略ストーリーを描く

「知財ビジネス報告書」の作成支援により、中小企業および金融機関の活動を支援します
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特許庁知財金融事業の概要（本動画の前提）

課題
保有する経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）が限られている中、多くの中小企業が自力で企業戦略を構築・開示するには至っていない。

また、金融機関としても知財·無形資産の評価の必要性を感じているが、中小企業の資金調達に必ずしも結びついていない状況

金融機関

目的
中小企業が持つ知財・無形資産の事業性価値を考慮して金融機関が適切に評価し、その評価を基に資金調達等が図られるような仕

組み作りが行われること

背景
競争力の源泉としての知財·無形資産の重要性が高まっており、自社の保有する知財 ・ 無形資産を投資家向けに分かりやすく開示し、

企業価値を向上させるという動きが近年大企業を中心に拡大している。国としてもコーポレートガバナンスコードに明記し後押ししている

As Is
自社の強み・知財分析

（知財・無形資産等）

To Be
将来の目指す姿

(経営戦略・方針)

企業価値向上に向けた
経営戦略ストーリー

ヒアリング、

調査・分析

事務局

専門家 中小企業

知財ビジネス報告書
の提示・開示

知財ビジネス報告書
の評価

金融機関の取引先の知財について調査・分析し、金融機関が実務で活用
できる理解しやすい内容のレポートを、専門家が中心となって無償で作成する

⇒金融機関における業務負担・金銭的負担の軽減にも繋がる

本年度実施内容・事業スキーム

知財活用の

仕組み

知財・無形資産

の見える化

＝知財ビジネス

報告書

投資家や金融

機関による適切

な事業評価

更なる知財・無

形資産への投資

に向けた資金の

獲得

知財・無形

資産の価値に基

づいた企業価値

の向上

1 2

4 3

知財金融事業が目指す仕組み

知財ビジネス報告書

の作成・提供



知財ビジネス報告書は、知的財産をどのように生み出してきたか、その知的財産を活用して
どのように企業価値向上に繋げていくかのストーリーが読み取れる構成を基本としております
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今年度知財ビジネス報告書の基本構成

＃ 考え方 項目 概要 狙い

1

企
業
価
値
向
上
に
向
け
た
経
営
戦
略
ス
ト
ー
リ
ー

過去

～現在

企業概要

（As-Is）

事業概要・経営方針

知的財産（強み・壁）

をいかにして生み出し蓄

積してきたかについてス

トーリー化

2 事業実績

3

強み・壁

事業の核となる

知的財産

（As-Is）

事業への貢献内容（製品サービス上の位置づけ等）

4 保有知財の分析・評価

5

現在

～将来

現状の

ビジネス状況

（As-Is）

事業環境分析（３C分析、SWOT分析等）
現状のビジネスにおける

課題を分析する
6 現状の課題

7
知財を活用した

経営戦略策定

に向けて

（To-Be）

マーケットイン型での課題解決の方向性、事業目標 経営戦略策定に向けた

イントロダクションを提供

する8 必要な経営戦略リスト、戦略検討に向けた検討論点

9 ビジネスモデル（ビジネスモデルキャンバス等）

10

知財を活用した

経営戦略

（To-Be）

知財戦略（権利化方針、技術保護方針等）

ビジョンの実現に向けた

計画やファイナンスニーズ

の時期/規模を明確化し

た経営戦略のストーリー

化

11 販売・市場開拓戦略（STP分析、マーケット開拓方針等）

12 量産化・生産性改善戦略（自動化・DX化等）

13 財務戦略（資金使途、必要金額、調達方法、時期等）

14
事業（実行）

計画（To-Be）
数値計画、アクションプラン

定性的な

経営戦略検討

定量的な

経営戦略検討

知財ビジネス

評価書

（R5まで）

知財ビジネス

報告書

（R6以降）

主な

カバー
範囲

主な

カバー
範囲

企業の状況に応じて作成範囲を検討（定性パートは必須、定量パートは金融機関・中小企業・専門家・事務局との協議の上作成範囲を決める）



【参考】知財ビジネス報告書の一例

（知財ビジネス報告書は案件毎に掲載内容やレイアウトは異なります）

5
出典：R6年度オーエーセンター社 知財ビジネス報告書（一部抜粋）



知財金融事業への応募方法
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金融機関が取引先に対して知財金融事業への応募を促す際の、具体的なアプローチ方法

をご紹介します

✓ 知財やノウハウの強みを持つ地域企業の検索方法

✓ 企業ライフサイクルにおける知財ビジネス報告書の活用場面

✓ 支援対象となる中小企業のペルソナ類型の紹介

✓ 公募周知用チラシの紹介

• 営業地盤に知財の強みを持つ中小企業がいるか明確に認識しておらず、具体的な探し方もわからない

• 中小企業のライフサイクルおいてどのステータスの企業にマッチするのか

• 金融機関における知財ビジネス報告書の使用イメージが湧かず応募しづらい

• 金融機関としてもメリットを享受する観点では、どのような先にアプローチすべきか

• 支援候補先に対する声掛けツールはあるか

金融機関の
課題・疑問

企業のライフサイクルにおける

「知財ビジネス報告書」の活用場面
ペルソナ類型紹介支援対象候補先の検索方法

金融機関にて多く見られる知財金融事業への応募上の課題・疑問

公募周知用チラシ
紹介



「J-Plat Pat」や、一般的なインターネットの検索エンジンから、地域における知財やノウハウ等
の強みを持つ企業を調べることができます

ホームの「特許・実用新案」のプルダウンより、
「特許・実用新案検索」を押下

1

✓ 特許情報検索サイトの「J-Plat Pat」または Yahoo/Google等の検索エンジン より検索可能

✓ 特許を保有している企業のみでなく、技術等の強みやノウハウのある企業も応募可能

• 取引先企業が特許を保有しているかどうか分からない

• 特許を保有している企業のみ応募可能なのか

取引先企業の特許情報を簡単に調べることが

できるサイト

• 「独立行政法人工業所有権情報・研修館

（INPIT）」が提供する公式検索サイト

• 無料で利用可能

• 特許番号や会社名、キーワード等で検索可能

• URL: https://www.j-platpat.inpit.go.jp/

① J-Plat Patでの検索方法 J-Plat Patとは

さらに詳しく検索したい場合：

地域のINPIT（知財総合窓口）を活用

• J-Plat Patの運営元であり、高度な検索

方法の問い合わせが可能
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知財やノウハウの強みを持つ地域企業の検索方法

https://www.j-platpat.inpit.go.jp/


• Yahoo または Google 等の検索エンジンからも検索可能

→知財に関する法的権利の保有有無にかかわらず、技術等の強みやノウハウがある会社として広く抽出できる可能性がある

主な検索方法：
• 「企業名」＋「シェア」 「No1」 「1位」で検索
• 「地域名」＋「知財強い」 「ブランド強い」 「技術強い」 などで検索
→地域によっては地方公共団体、弁理士、特許事務所等のHPで、地元企業の知財の強みが紹介されている場合があります

検索例：

金融機関における取引先企業の情報収集

知財金融事業への参加を検討するにあたって、J-Plat Pat検索または検索エンジンから、取
引先企業が特許を出願しているか保有しているかどうか分かります

「特許・実用新案検索」ページに
遷移後、「選択入力」欄より

キーワード等を入力し検索

2
検索結果より、検索企業を探す

「文献番号」を押下し、詳細を確認

3

① J-Plat Patでの検索方法

②検索エンジンでの検索方法

9
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中小企業における企業ライフサイクルの様々な段階において、金融機関では知財金融事業

に取り組む機会があると考えられます

1. 創業期
◼資金調達（創業資金）

知財金融

2. 成長期
◼資金調達（運転資金）

◼資金調達（設備資金）

◼販路拡大

4.衰退期
◼事業承継

◼経営改善支援

3. 成熟期
◼資金調達（運転資金）

◼事業承継・M＆A

融資審査時

融資審査時

事業性評価時

経営改善支援時

資

資

与

役

ビジネスマッチング時役

融資審査時資

事業性評価時役

資

役

：資金運用収益に繋がるもの

（貸出金利息の獲得）

：役務取引収益に繋がるもの

（手数料等の獲得）

与 ：与信コストの削減に繋がるもの

（貸倒引当金等の抑制）

企業ライフサイクルにおける知財金融事業の活用場面

（知財ビジネス報告書の活用場面）
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知財ビジネス報告書の作成にあたっては、取引先の知財に関する「強みの根拠を明確にし

たい」「客観的意見を得たい」等、金融機関視点の様々な目的からもアプローチできます

中小企業の類型化軸

事業計画

明確

不明確

不明確

事業の

提供価値

わかりやすい

わかりやすい

わかりづらい

わかりづらい

事業の

安定性

〇

〇

〇

〇 明確

金融機関

支援フェーズ

ビジネス機会※
の創出

ビジネス実行の
妥当性判断

金融機関視点でのペルソナ類型

事業が安定しているため新たなビジネス機会創出に向け、
知財の強みとなる根拠や将来像を明らかにしたい企業

事業も安定しており、融資等の支援ニーズも明確である
が、提供価値が複雑であり、支援の実行に迷う企業

安定的な成長を続ける中で、企業の新たな事業戦略の

実現に向け、融資等を実行するにあたって、客観的意見
を得たい企業

提供価値も明確で安定的に成長しており、新たなビジネ
ス機会創出に向けた事業計画策定を支援したい企業

①

②

③

④

※ビジネスマッチング、融資等の金融機関の中小企業に対する支援サービス

支援対象となる中小企業のペルソナ類型
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「知財ビジネス報告書」及び

本事業全般に関する評価に関する内容

◼金融機関が、本事業をさらに活用いただけるよう、「知財ビジ

ネス報告書」や本事業の改善に向け、事務局における今後の

検討の参考にする

企業の知財に関する評価及び

将来のビジネス展開に係る実行性向上策に関する内容

◼応募企業が、金融機関の企業に対する評価の観点を認識

し、金融機関からの支援を受けることも踏まえた、今後の事

業活動の参考にする

◼ 「知財ビジネス報告書」の内容は実現性があると感じるか

◼将来的なビジネス戦略の実現時における財務インパクトは可

視化され、理解が深まる内容であったか

◼知財専門家とのマッチングについて、金融機関や企業のニーズ

に合致していたか

◼金融機関として、投融資等のファイナンス支援や本業支援に

関するビジョンが見えたか 等

◼知財ビジネス報告書を通じて認識した、応募企業の知財に

関する強み・課題

◼将来的なビジネス展開の実行性を高めるために、金融機関

等がサポートできること

◼知財ビジネス報告書は、事業性評価や本業支援、企業との

コミュニケーション等に活用できそうな内容か 等

◼中小企業へは共有しない（事務局にのみ提出する）◼中小企業にも共有される

金融機関による評価の目的

主な評価項目

第１章 第２章

中小企業に対する評価結果の開示要否

金融機関の皆様による評価により、応募企業における将来的な事業活動への参考や、

本事業における「知財ビジネス報告書」のさらなる改善に繋げようと考えております
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今年度より公募周知用のチラシを作成しておりますので、ぜひご活用下さい

知財金融事業が目指す仕組み 具体的な知財活用の仕組み

実際の報告書も閲覧可能 *1

R6年度参加事業者の声

*1 令和6年度に作成した一部の知財ビジネス報告書が閲覧可能

公募周知用チラシのご紹介
URL: https://chizai-kinyu.go.jp/reference-2/

（「知財金融ポータルサイト」＞「参考資料等」＞「マニュアル・刊行物・ツール」より）

チラシ掲載場所「知財金融ポータルサイト」

https://chizai-kinyu.go.jp/reference-2/


知財金融事業参加時における効果的な活動方法



参加効果を高めるための主なポイント

知財金融事業への参加にあたり、担当者が積極的に関与することで、金融機関において
本事業に参加する効果がさらに高まります

• 金融機関の取引に繋げるため、金融機関として欲しい情報や示唆

等を専門家に対し、関連調査、分析、検討等ができるものかどうか
投げかける

• 将来のビジネス戦略について、検討時にはアイデアベースでも構わな
いので積極的に案を出す

• 中小企業や専門家との議論のなかで、金融機関として何かサポート

できることはないか（将来のビジネス戦略の実現にあたり支援に繋が
るソリューション等の提供）を考える

• 専門家が中小企業に対してヒアリングし、中小企業から回答をいた

だく際に、必要に応じて中小企業側の説明を補足する（問題ない
範囲でできる限り）

• その他、議論中に不明な点があれば、中小企業や専門家に聞く

➢ 中小企業だけが満足するのではなく、金融機関の業務でも有効活
用できる『知財ビジネス報告書』が作成できる

➢ 専門家の切り口に加え、金融機関の持つ情報・観点を加えることに
より、知財ビジネス報告書の品質向上につながる

➢ 報告書作成後の取引先への支援イメージもつかみながら参加するこ

とにより、事業終了後における継続支援に対する実行性向上につ
ながる

➢ 知財ビジネス報告書作成における検討のスピードや深度、参加者
全体の理解度が高まる

➢ 金融機関及び担当者自らの情報収集や知識習得の機会となる

参加効果を高めるためのポイント 参加効果

✓中小企業や専門家とのミーティングにおいては、金融機関担当者の皆様より積極的にご意見や情報共有等をいた

だくことで、金融機関にとって業務で活用できる「知財ビジネス報告書」の作成にも繋がり、金融機関における業務
負担・金銭的負担の軽減効果も高まるものと考えております

15



金融機関担当者が知財ビジネス報告書の作成に積極的に関与し、金融機関担当者に
とっても理解しやすく活用できる報告書を作成していくことが重要です

16

出典：R6年度オーエーセンター社 知財ビジネス報告書（一部抜粋）

事業拡大に向けた現状の課題（ブランド構築・トレーサビリティ体制構築）
と解決の方向性を説明

現在～将来
（To-Be）

モデルケース オーエーセンター
安定的な成長を続ける中で、企業の新たな事業戦略の実現に向け、
融資等を実行するにあたって、客観的意見を得たい企業



中小企業の保有する知財における課題を洗い出し、必要なアクションプランを明確化するこ

とにより、金融機関の支援（≒中小企業との取引拡大）の可能性も広がります

17

ブランド構築やトレーサビリティ体制構築に向けた具体的な戦略を説明
現在～将来
（To-Be）

モデルケース オーエーセンター
安定的な成長を続ける中で、企業の新たな事業戦略の実現に向け、
融資等を実行するにあたって、客観的意見を得たい企業

出典：R6年度オーエーセンター社 知財ビジネス報告書（一部抜粋）

将来的な事業戦略の

検討におけるキーワード

【主なキーワード】

✓新規事業

✓海外進出

✓販路拡大

✓設備増強

✓自動化

✓補助金

✓産学連携
（研究開発）

支援機会の可能性



中長期的なアクションプランやファイナンスニーズが可視化できる報告書を作成することがで
きれば、事業終了後も取引先を継続的に支援しやすくなります
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ブランド構築やトレーサビリティ体制構築に向けたアクションプランが、
ファイナンスニーズの時期や規模と共に説明

現在～将来
（To-Be）

モデルケース オーエーセンター
安定的な成長を続ける中で、企業の新たな事業戦略の実現に向け、
融資等を実行するにあたって、客観的意見を得たい企業

出典：R6年度オーエーセンター社 知財ビジネス報告書（一部抜粋）



知財金融事業後の出口に関する具体事例紹介
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INPITによる加速的支援への承継され、中小企業に対する質の高い支援に繋がった事例

知財ビジネス報告書の作成より、中小企業の経営課題や今後の支援アクションが明確さ
されたことで、INPIT知財総合支援窓口による戦略の実行支援に繋がった事例もございます

昨年度事例：ナカムラマジック社（金属組成加工や精密製品組立等を提供している企業）

☆作成された、『知財ビジネス報告書』によって、新たな事業開拓分野におけるライセンスビジネスなどナカムラマジック社にとって実現
性の高い経営戦略ストーリーが描かれ、ナカムラマジック社及び取引先である長野県信用組合からも高い評価を頂け、INPIT加速的
支援に承継したいと考えている（INPIT長野県知財総合支援窓口 小沢アドバイザー）

知財ビジネス報告書で明確化された

ナカムラマジック様の

ToBe（経営戦略ストーリー）を、

R7年度の加速的支援へ継承するべく

実行支援を継続中です

出典：INPIT知財総合窓口 https://chizai-portal.inpit.go.jp/kasoku/
20



◼ 長野県では、『長野けんしんモデル 』に金融機関が参画し、

INPIT等支援機関との間での支援先の紹介や相談対応
が日常化している

◼ 神奈川、長崎県でも、金融機関とINPIT知財総合支援
窓口との連携関係が昨年度の採択案件から伺える

◼ 昨年度の知財金融の採択案件47件中、INPIT知財総
合支援窓口が複数回金融機関と共にヒアリングに参加
した案件は下記7件
１、２）INPIT長野県知財総合支援窓口  2件

３）INPIT神奈川県知財総合支援窓口  1件

４）INPIT長崎県知財総合支援窓口  1件

５）INPIT広島県知財総合支援窓口  1件

６）INPIT東京都知財総合支援窓口  1件
７）INPIT宮崎県知財総合支援窓口  1件

< 出典:R6年度最終報告会
『長野県信用組合による知財金融の取組み』から抜粋掲載>
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INPIT知財総合支援窓口のような地域支援機関との信頼関係構築にも繋がり、取引先
中小企業の継続的な支援が実現できている事例もございます

INPIT知財総合支援窓口との連携で継続的な支援に繋がっている例

知財ビジネス報告書で経営戦略ストーリーを描くのみならず、地域支援機関との関係性強化にも繋がり、

中小企業に対する継続的なアプローチにが実現できることが期待されます

https://chizai-kinyu.go.jp/cms/wp-content/uploads/%E9%95%B7%E9%87%8E%E7%9C%8C%E4%BF%A1%E7%94%A8%E7%B5%84%E5%90%88%E6%A7%98_%E7%99%BB%E5%A3%87%E8%B3%87%E6%96%99.pdf


おわりに



• 令和7年度知財金融事業に関する詳細は知財金融ポータル

サイト（https://chizai-kinyu.go.jp/）に公開しております

のでご確認ください

• 本事業にご関心のある、金融機関の皆様につきましては、

是非ご活用いただけますと幸いです
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◼今後の公募説明会予定

✓7/10（木）11:00-12:00


	既定のセクション
	スライド 1
	スライド 2: 本動画では、本年度の知財金融事業に興味のある現場担当者向けに、本事業への応募対象企業の選定時や参加時における効果的な活動方法を中心に説明します
	スライド 3: 知財金融事業では、中小企業の企業価値向上に向けた経営戦略ストーリーを描く 「知財ビジネス報告書」の作成支援により、中小企業および金融機関の活動を支援します
	スライド 4: 知財ビジネス報告書は、知的財産をどのように生み出してきたか、その知的財産を活用してどのように企業価値向上に繋げていくかのストーリーが読み取れる構成を基本としております
	スライド 5: 【参考】知財ビジネス報告書の一例 （知財ビジネス報告書は案件毎に掲載内容やレイアウトは異なります）

	知財金融事業の推進方法
	スライド 6
	スライド 7: 金融機関が取引先に対して知財金融事業への応募を促す際の、具体的なアプローチ方法をご紹介します
	スライド 8: 「J-Plat Pat」や、一般的なインターネットの検索エンジンから、地域における知財やノウハウ等の強みを持つ企業を調べることができます
	スライド 9: 知財金融事業への参加を検討するにあたって、J-Plat Pat検索または検索エンジンから、取引先企業が特許を出願しているか保有しているかどうか分かります
	スライド 10: 中小企業における企業ライフサイクルの様々な段階において、金融機関では知財金融事業に取り組む機会があると考えられます
	スライド 11: 知財ビジネス報告書の作成にあたっては、取引先の知財に関する「強みの根拠を明確にしたい」「客観的意見を得たい」等、金融機関視点の様々な目的からもアプローチできます
	スライド 12: 金融機関の皆様による評価により、応募企業における将来的な事業活動への参考や、 本事業における「知財ビジネス報告書」のさらなる改善に繋げようと考えております
	スライド 13: 今年度より公募周知用のチラシを作成しておりますので、ぜひご活用下さい 

	知財金融事業参加時における効果的な活動方法
	スライド 14
	スライド 15: 知財金融事業への参加にあたり、担当者が積極的に関与することで、金融機関において本事業に参加する効果がさらに高まります
	スライド 16: 金融機関担当者が知財ビジネス報告書の作成に積極的に関与し、金融機関担当者にとっても理解しやすく活用できる報告書を作成していくことが重要です
	スライド 17: 中小企業の保有する知財における課題を洗い出し、必要なアクションプランを明確化することにより、金融機関の支援（≒中小企業との取引拡大）の可能性も広がります
	スライド 18: 中長期的なアクションプランやファイナンスニーズが可視化できる報告書を作成することができれば、事業終了後も取引先を継続的に支援しやすくなります

	知財金融事業後の出口に関する具体事例紹介
	スライド 19
	スライド 20: 知財ビジネス報告書の作成より、中小企業の経営課題や今後の支援アクションが明確さされたことで、INPIT知財総合支援窓口による戦略の実行支援に繋がった事例もございます
	スライド 21: INPIT知財総合支援窓口のような地域支援機関との信頼関係構築にも繋がり、取引先中小企業の継続的な支援が実現できている事例もございます

	おわりに
	スライド 22
	スライド 23


